
 

ＩＣＴ導入協議会（第１５回） 

 

日時： 令和３年７月２８日（木） 16：30～18：30 

会場： ＷＥＢ開催                          

   

 

議 事 次 第 

 

１．ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組        資料－１ 

２．ＩＣＴ施工の対象工種の拡大に向けた取組     資料－２ 

３．ＩＣＴ施工の普及に関する業団体等からの意見   資料－３ 

４．その他 

 ・民間等電子基準点の現状について           資料－４ 

 

  ・建設現場の生産性を飛躍的に向上するための    資料－５ 

革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト 

 ・i-Construction(ICT 施工)の導入に関する補助金等  参考資料 

 



■学識者

　立命館大学 理工学部 環境システム工学科 教授 建山　和由  （議長）

■関係団体

（一社）日本建設業連合会　インフラ再生委員会　技術部会長 弘末　文紀

（一社）全国建設業協会　総合企画専門委員会　委員長 水野　勇一

（一社）全国中小建設業協会 朝倉　泰成

（一社）建設産業専門団体連合会
（（一社）日本機械土工協会　技術委員長）

（一社）全国建設産業団体連合会　参与 河野　廣實

（一社）日本道路建設業協会　技術委員会　委員　広報・技術部長 松田　敏昭

（一社）日本建設機械施工協会　
i-Construction施工推進本部　副本部長

（一社）日本建設機械施工協会　情報化施工委員会　委員長　　　　　 植木　睦央

（一社）日本測量機器工業会　技術顧問 藤井  賢治

（一社）日本建設機械レンタル協会
i-Construction委員会　委員長

（一社）建設コンサルタンツ協会　技術部会統括技術委員会　副委員長 加藤　雅彦

（一社）全国測量設計業協会連合会　技術委員会　委員長 佐藤　芳明

（公財）日本測量調査技術協会　技術委員会　委員長 赤松　幸生

■研究機関

国土技術政策総合研究所　管理調整部　部長 永井　一浩

国土技術政策総合研究所　社会資本ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究ｾﾝﾀｰ　ｾﾝﾀｰ長 齋藤　博之 

（国研）土木研究所技術推進本部　本部長 新　一真

海上・港湾・航空技術研究所　港湾空港技術研究所　研究統括監 吉見　昌宏

（独）水資源機構総合技術センター　所長 吉岡　敏幸

（株）高速道路総合技術研究所　道路研究部 土構造物研究担当部長 濱崎　智洋

■行政機関

 国土交通省

大臣官房　技術調査課　課長 見坂　茂範

大臣官房　公共事業調査室　室長 玉石　宗生

総合政策局　公共事業企画調整課　課長 岩﨑　福久 

水管理・国土保全局　河川計画課　課長 森本  輝

道路局　国道・技術課　課長 長谷川　朋弘

港湾局　技術企画課　課長 魚谷　憲

国土地理院　企画部　部長 河瀬　和重

関東地方整備局　関東地方整備局企画部長 小林　賢太郎 

ＩＣＴ導入協議会　名簿

   玉石　修介

四家　千佳史

   苅谷　秀行

令和４年７月２８日時点

※委員氏名に下線が引いてある委員は、前回から人事異動等により変更があった委員



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料－１

ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組



土木工事におけるICT施工の実施状況

○直轄土木工事のICT施工の実施率は年々増加してきており、2021年度は公告件数の約８割で実施。
○都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数・実施件数ともに増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。
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＜都道府県・政令市の実施状況＞

工種

2016年度
［平成28年度］

2017年度
［平成29年度］

2018年度
［平成30年度］

2019年度
［令和元年度］

2020年度
［令和2年度］

2021年度
［令和3年度］

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６ ７，８１１ １，６２４ １１，８４１ ２，４５４

実施率 ３３％ ２２％ ２９％ ２１％ ２１％

単位：件

＜国土交通省の実施状況＞



直轄工事におけるICT活用工事の実施状況
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令和３年度 ICT対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

ICT土工

公告工事件数 ８１２ １，５０１ ２，３１３

うちICT実施工事件数 ８０９ １，１２４ １，９３３

実施率 １００％ ７５％ ８４％

ICT舗装工

公告工事件数 ４４ ３４０ ３８４

うちICT実施工事件数 ４２ ２０７ ２４９

実施率 ９５％ ６１％ ６５％

ICT浚渫工（港湾）

公告工事件数 ４２ ３２ ７４

うちICT実施工事件数 ４２ ３０ ７２

実施率 １００％ ９４％ ９７％

ICT浚渫工（河川）

公告工事件数 １４ ２８ ４２

うちICT実施工事件数 １４ ２７ ４１

実施率 １００％ ９６％ ９８％

ICT地盤改良工

公告工事件数 ５ １８４ １８９

うちICT実施工事件数 ５ １５７ １６２

実施率 １００％ ８５％ ８６％



ICT活用工事の実施状況

3

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果(令和3年度)の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工、舗装工及び浚渫
工（河川）では約３割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

約32% 縮減

約29% 縮減

約35% 縮減

※ICT浚渫工(港湾)はＲ２年度

約12% 縮減平均施工数量：49,887㎥

※令和2年度の値であり令和3年度は集計中



直轄工事におけるICT活用工事の受注実績分析

○地域を地盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業全体の
約半分

○2021年度にＩＣＴ施工を新たに経験した企業は270者（2019年度→2020年度：58者）となった。
○更なる生産性向上を図るため、引き続き中小企業への拡大が必要

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定
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＜ICT施工の経験企業の割合＞

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2020年度の直轄工事受注実績に対する割合）

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2021年度の直轄工事受注実績に対する割合）



ICT施工の普及拡大に向けた課題と対応策

◯ ICT施工の経験企業を増やし普及拡大を図るため、未経験企業へのアドバイスを行うアドバイザー制
度を展開。

◯ アドバイス内容の分析を行い、研修教材や事例集作成などに活用し更なる普及拡大を図る。

中部地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度関東地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度

四国地方整備局 ＩＣＴ専任講師制度
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九州地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度



ＩＣＴアドバイザー会議（中部地方整備局）
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※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

施工業者向け 281 356 348 441 108 138
発注者向け 363 373 472 505 169 226
合計※ 644 729 820 946 277 364

■i-Constructionに関する研修

○R３年度はまだコロナ禍であるが、開催方法を工夫しＲ２より研修回数は増加できた。実施
するときの状況を踏まえ、Web＆現地実習のような、ハイブリット型の取組も実施

中小企業等におけるICT活用拡大に向けた取組
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北海道開発局の事例（webと実習を併用）



令和３年度ＩＣＴ地元経営者向けセミナーの開催（東北地方整備局）
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ICT施工普及に向けた技術者育成のイメージ

○中小建設業においては技術力不足や人手不足等により、ICT施工を行える技術者を自ら育成することは困難
〇ICT施工を行うには、施工の各プロセスにおいて、デジタルデータの取り扱いなど専門的な知識・技能の習得が

必要であり、体系化付けた教育体制の構築が求められている。
○民間等による人材育成プログラムを有効活用しつつ、産官学一体となったICT施工技術者の育成体制を構築
〇単にICT施工を実施できるだけではなく、工事全体のマネジメントを行い建設現場における生産性向上を実施で

きる技術者の育成を目指す

• 地方整備局のアドバイザーに登録し普及活動に
従事している人材

• i-Con大賞受賞企業の現場代理人
• 優秀現場代理人（ICT活用工事） など
※アドバイザーとしての活動等について、インセンティブ

を付与することを今後検討

・直轄工事におけるICT活用工事従事者
・3次元設計データの作成者
・3次元出来形管理の経験者
・民間等による人材育成プログラム受講者（実技）

・民間等による人材育成プログラム受講者
・地方整備局が実施するICT研修受講者 など

■技術者育成の体系化イメージ■ICT施工のフレームワーク

ICT施工を有効に活用し、建設現場の
生産性向上を図れる技術者を育成

生
産
技
術
に
よ
る
生
産
性
向
上

9



ICT施工普及に向けた人材育成の体系化素案
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○全国の地方整備局等の研修で統一的に使用できる研修プログラム、テキストを作成。研修人数、回
数の増加に対応できるWebセミナーも活用

〇民間で実施している講習会等との連携も検討

〇人材育成に注力すべき対象、求められる研修内容等を普及WG等を通じて今後検討

【受注者向け】

〇３次元計測技術の実務・理解

〇３次元データ作成の実務・理解

〇ＩＣＴ建設機械の実務・理解

等

【共通】

〇ＩＣＴ施工の目的

〇ＩＣＴ施工の考え方

〇生産技術への理解

〇基準類への理解

等

【発注者向け】

〇監督・検査の留意事項

〇設計の留意事項

〇積算・発注の留意事項

等

＜求められる研修内容のイメージ＞

＜対象とする人材のイメージ＞

受注者 発注者

経営者、監理技術者、主任技術者、
技術者（施工計画、施工管理、測量、

３次元データ作成・編集、機械操作 等）

国・自治体の監督・検査、設計、
積算・発注担当職員 等



ICT建設機械認定制度

○ICT施工の中小企業等への普及拡大に向け、従来の建設機械に後付けで装着する
機器を含め、必要な機能等を有する建設機械を認定し、その活用を支援

申請

国土交通省

事務局

省内委員会
公共事業
企画調整

課長

公表

で
公
表

現
場
で
活
用活用

認定

表示

認
定
表
示

製造者等は認定表示
を貼り付け

建
機
・
測
器
メ
ー
カ
等

■認定フロー■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

【ICT建設機械等認定イメージ】

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ

■認定表示（案）

認定表示のイメージ（デザイン検討中）

認定番号は以下の構成を予定

(年度) (整理番号)
建設機械自体
Or
後付け装置

建設機械
の種類

(機能)
精度確認方
法の公表の
有無

– – ( ) – ( ) – – ( )

６月 ７月 ８月 ９月 以降～

認定手続き
審査 初回認定 申請受付・認定

現場
認定機械現場導入

■スケジュール
（仮）

申請受付開始 初回申請締切り

規程公表
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（ICT施工を巡る各種取り組み）



11 19 10 16 34 54
147

254
389

483

0 21 28 60
87 78

65
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274

0
100
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300
400
500
600
700
800

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

13

76384011

累計事業数(令和３年度末時点） 業務：１４１７件 工事：８４６件 合計：２２６３件

132121

工事
業務

212

361

515

＜令和4年度実施方針＞
令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け、段階的
に適用拡大。令和4年度は大規模構造物の詳細設計・工事で原則適用。
大規模構造物の詳細設計以外の事業の初期段階や大規模構造物以外においても積極的
な導入を推進。

757BIM/CIM活用業務・工事の推移（令和4年3月31日時点）

令和４年度のBIM/CIM実施方針、件数の推移



原則適用拡大の進め方（案）（一般土木、鋼橋上部）

〇令和５年度の小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け

て、段階的に適用拡大。令和4年度の適用対象は下図のとおり。

〇リクワイヤメントは円滑な事業執行のために原則適用の上乗せ分として実施。

〇リクワイヤメントの分析を踏まえ、円滑な事業執行のためにどの段階からどの

ように３次元モデルを活用するか、業界団体等とも協議の上、工種別に整理 。

〇あわせて、インフラ管理の効率化のために蓄積すべき情報や手法を検討。

R2 R3 R4 R5

大規模構造物
（全ての詳細設計・
工事で活用）

全ての詳細設計
で原則適用

全ての詳細設
計・工事で原則
適用（※）

全ての詳細設
計・工事で原則
適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外

（小規模を除
く）

―
一部の詳細設計
で適用（※）

全ての詳細設計
で原則適用

全ての詳細設
計・工事で原則
適用― R3「一部の詳細設計」

に係る工事で適用

（※）詳細設計における適用：３次元モデル成果物作成要領（案）に基づく３次元モデルの作成及び納品
工事における適用 ：設計３次元モデルを用いた設計図書の照査、施工計画の検討
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令和５年度のBIM/CIM原則適用に向けた進め方



〇BIM/CIM等の3次元データを一元的に保管し、受発注者が測量・調査・設計・施工・維持管理の事業
プロセスや災害対応等で円滑に共有するためのシステムとして「DXデータセンター」を構築
〇3次元データを取り扱うソフトウェアを搭載することにより、受発注者がBIM/CIM等の3次元データの閲覧、
作成、編集等を遠隔で行うことが可能

１．DXデータセンターの概要

作業領域
（国土交通省職員・民間事業者等が

クラウド的に利用）

VDIサーバー＋ソフトウェア

民間事業者等
（民間事業者等保有ソフトウェア利用）

アーカイブストレージ
（3次元データの保管）

民間事業者等
（DXデータセンター内ソフトウェア利用）

民間事業者等
端末

国土交通省
職員端末国土交通省職員

（DXデータセンター内ソフトウェア利用）

3次元データ

インターネット

国土交通省
DX-LAN
行政LAN

DXデータセンター

ダウンロード
アップロード

DXデータセンター
内部で作業

BIM/CIM

道路MMS
点群データ

河川3D
管内図

ソフトウェア

その他のデータ・・・

VDIサーバー

民間事業者等
端末

インターネット

DXデータセンター
内部で作業

・3次元データの閲覧
（無償ソフトウェア利用）
・3次元データの閲覧・作成・編集・分析・加工・統合等
（有償ソフトウェア利用）

・3次元データの閲覧
（無償ソフトウェア利用）
・3次元データの閲覧・作成・編集・
分析・加工・統合等
（有償ソフトウェア利用）

・3次元データの閲覧
（無償ソフトウェア利用）

・3次元データの閲覧・作成・編集・分析・
加工・統合等
・施工管理情報・点検情報等の貼付
・測量・調査・設計・施工・維持管理・災
害対応等での3次元データの共有、等
（有償ソフトウェア利用）

3次元データ

BIM/CIM

点群
データ

15



ICTプラットフォーム（案）のイメージ

○建設現場の監督・検査に用いるデータを一括して取り扱うプラットフォームを構築し、ペーパーレス化・オンライン化を行
い、納品、施工後の維持管理までのデータ管理の効率化を推進する。

･ 情報共有システム（ASP）や民間のクラウドサービス等を連携し、デジタルデータの受渡しができる。
・ 協調領域として「官民共有ストレージ」「民間データへのリンク機能」「認証・セキュリティ」等の機能を有する。

ICTプラットフォーム：

Before After

これまでに、ASP関係ベンダーとICTプラットフォームの構築に関する準備を進めてきた。
令和４年度は、土工・コンクリート工等における、受発注者の業務効率化に資する施工段階のデータ
の利活用について、構築したプロトタイプを地方整備局の一部工事で試行を予定している。

受注者ごとに異なるシステムへのアクセス
が必要。

協調領域を設けることで、データの受渡し
の効率化に繋がる。

16

ICT施工の更なる効果向上のための取り組み展望



APIを活用した施工現場のデータ連携円滑化

②業務プロセスの変
化AsIs-ToBe

①概要
ICT建機等の施工ﾃﾞｰﾀ（As-builtﾃﾞｰﾀ※）を監督職員が任意の時点で取れることを前提として、ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝやGNSS
ﾛｰﾊﾞによる完成実地検査を省略。また、これを応用し、不可視部分の段階確認をAs-builtﾃﾞｰﾀを遠隔から監督職員が
確認することに代える。

現状 将来
ICT土工の監督検査要領では、出来形計測のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘ
ﾃｨが担保できないことを理由に、実地による完成検
査が課せられている。
例えば法覆工のように着手前に段階確認が必要な工
種では、監督職員の現場確認が終わるまで作業に着
手できない。

施工ﾃﾞｰﾀPFを介して任意の時点で監督職員がAs-
builtﾃﾞｰﾀを確認できるようにすることで、As-built
ﾃﾞｰﾀの信頼性を確保し、それを担保に実地検査を省
略（段階確認で足ることとする。）
複数工事の出来形検査（または段階確認）が効率的
に実施できる。

【ユースケース案】施工データを用いた任意時点における出来形の検査（または段階確認）

As-builtﾃﾞｰﾀを扱うｼｽﾃﾑ等（測器A）

現場Aの XX月XX日
時点の出来形検査
（段階確認）したい

As-builtｻｰﾊﾞ
（測器B）

施工ﾃﾞｰﾀ
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

API

ﾘｸｴｽﾄ 応答

As-builtｻｰﾊﾞ
（測器A）

【ﾃﾞｰﾀ検索条件】
現場A

XX月XX日XX時

監督検査ﾂｰﾙ（3rdpartyｱﾌﾟﾘ等）による出来形形状
（As-builtﾃﾞｰﾀ）の取得と出来形確認支援

ICT建機（測器A）

ICT建機（測器B）

発注者（監督職員・監督補助員等）工事現場A

API

監督検査等の発
注者ﾆｰｽﾞに沿っ
たﾃﾞｰﾀ処理を行
う3rdpartyｱﾌﾟﾘ

情報統合、呼出 情報処理

As-builtﾃﾞｰﾀを扱うｼｽﾃﾑ等（測器B）

出来形の合否

３次元計測技術（測器C）

【データ連携イメージ】

As-builtｻｰﾊﾞ
（測器C）

○ R4年度は、API連携のユースケースの一つである出来形検査を対象に、施工データの連携、活用に
向けた検討に取り組む。過年度の実現場のAs-builtデータ等により、出来形検査の実証を行い、出
来形検査アプリの機能要求仕様書案等を策定する。 ※As-builtデータ：施工中に得られる地形データ

施工ﾃﾞｰﾀ

As-builtﾃﾞｰﾀを扱うｼｽﾃﾑ等（測器C）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の対象工種の拡大に向けた取組

資料－２



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度
（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への更なる適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（橋脚・橋台）（基礎工）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小規模土工） （排水構造物等）

1

（橋梁上部、基礎工拡大）



小規模現場へのICT適用拡大

○ 中小企業にICT施工を普及させるため、令和４年度より小規模現場（土工）におけるＩＣＴ施工の
適用拡大を実施。【小型BHによるICT施工、モバイル端末を用いた出来形管理】
○ モバイル端末を用いた３次元計測技術を用いた出来形管理手法の適用拡大をするため、令和４
年度より運用を開始した小規模土工とあわせて実施する管渠、暗渠、管路工等について、適用拡
大を検討

●狭小箇所の現場（都市部・修繕工事など）

• 機能の絞込み
• 小型建機の使用
• 衛星測位できない箇所は
測量器による測位

イメージ施工フロー

測
定

締
固
め

維
持
管
理

対象範囲
関連工種として
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定

機
材
搬
入

掘
削
作
業

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

起
工
測
量
実
施

工
事
契
約

機
材
搬
出

埋
戻
作
業

丁
張
り
作
業

据
付

基
礎
砕
石 排水構造物工等

2

【モバイル端末を用いた構造物の出来形計測】

掘削後に据え付けた排水管の点群イメージ



◯ 構造物（橋梁）の出来形管理にICTを活用し出来形管理について効率化を図るため、令和４年度
に橋梁下部（橋脚・橋台）への適用拡大を実施

◯ 更なる拡大を行うため、令和４年度に橋梁上部工の出来形管理について試行工事による現場実
証を行い、ＩＣＴ活用工事として本運用を検討。

イメージ施工フロー

●３次元計測技術を活用した出来形管理

車道外側線

最小幅員
車線境界線

上空高さ

●竣工時の計測データの活用

起
工
測
量
実
施

3
次
元
計
測

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定

出
来
形
管
理

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

工
事
契
約

舗
装
工
な
ど

架
設
工
な
ど

3

ICT構造物工（橋梁上部工）[試行]



起
工
測
量
実
施

ICT構造物工（基礎工）の拡大

◯ 構造物の出来形管理等へICT施工を拡大するとともに、取得する３次元データを活用し維持管理
分野の効率化を図る。

◯ 令和４年度は、矢板工・既製杭工（圧入工法）・場所打杭工について適用の拡大を実施。
◯ 今後、基礎工の更なる拡大＜既製杭工（打撃工法）（中堀工法）、基礎工（打撃工法）＞の検討を
行う。

イメージ施工フロー

検
査

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定
※今後、施工履歴データの活用が可能となる場合は要領化も検討

機
材
搬
入

出
来
形
管
理

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

工
事
契
約

機
材
搬
出

杭
施
工※

●3次元計測技術を活用した出来形管理

4

適用拡大
・既製杭工（打撃工法）
・既製杭工（中堀工法）
・基礎工（打撃工法）



民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定

5/9 提案募集

国土交通省 提案者

募集要領作成

6/11～7/13
策定・改定対象確認

（必要に応じて、対象の絞り
込み）

提案された基準類の検証

基準類の策定・改正案作成確認

通知

ＩＣＴ導入協議会の
構成団体・機関※

基準類の提案
概要書

基準類の検討

※学からの提案については
構成団体・機関を通じて提案

○提案・要望受付
・ヒアリング
・策定・改定対象の選定

・策定時期及び新規策定、改定
等取組

基準類素案の提案

7/28 ＩＣＴ導入協議会

ICT導入協議会
基準WG

◯ Ｒ１年度よりＩＣＴ施工の基準に対する、民間提案を募集

◯ Ｒ４年度も５月～６月にかけて民間提案の募集を実施
◯ １７件の提案があり、８件について年度内に基準類改定等での対応を検討

5



・R1年度は24件の提案があり、17件について基準類改定等で対応
・R2年度は21件の提案が有り、10について基準類改定等で対応
・R3年度は20件の提案があり、11件について年度内に基準類改定等で対応
・R4年度は17件の提案があり、8件について年度内に基準類改定等での対応を検討

■民間等からの提案概況及び対応予定

提案
年度

提案
件数

対応状況・対応方針（R4.7.19現在）
対応済 年度内

基準化（Ａ）

年度内基
準化検討
（Ａ⁻）

年度内は
対応しない
（Ｂ）※

要領化
見送り
（Ｃ、P）基準類

改定
基準類の
改定不要

ICT活用工事
実施要領等にて

対応

R1 24 13 1 4 対応済 5 1

R2 21 9 2 1 対応済 8 1

R3 20 12 0 0 対応済 3 5

R4 17 － － － 8 3 6

民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定の実績

※B評価となった提案については、技術的改良やバックデータの追加収集を行った上で、次年度に再度提案することができる。

6



１．出来形管理に関する提案・要望

対応方針
Ａ：提案技術に実用性が認められるため、要領化を目指して検討を行うもの（今年度対応）
Ａ－：バックデータを収集し、実用性の確認結果を踏まえ、今年度、要領化の可否を検討するもの。
Ｂ：提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要
Ｃ：技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後技術開発・実現場での試行が必要なもの
Ｐ：主として出来形管理以外の用途でのＩＣＴ活用提案であるため基準化の対象としないが、今後の開発動向を注視する

Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

7

適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案団
体

提案の概要 要検討内容 対応方針

出
来
形
計
測

ノンプリズム
TS等

トンネ
ル工
（吹付
厚管
理）

適用
拡大

R3 日建連

・ノンプリズムTS・
レーザー距離計等
を用いて吹付前後
の計測を行い、吹
付け厚を確認する
ことを認める。
・従来の検査孔の
削孔による厚さ確
認を省略する。

●バックデータに基づき
適用可否を検討

Ａ－

・データ収集・精度検証を
実施
・従来手法と比較して所
要の精度が得られること
が確認できた場合は来年
度以降の基準化を検討

R4 日建連

ハンディー
レーザース
キャナ

・コンク
リート撤
去工
（ウォー
ター
ジェット
はつり
工）

適用
拡大

R4 日建連

・ハンディーレー
ザースキャナを用
いたコンクリートは
つり深さの計測・管
理を認める。
・従来のスケールに
よる出来形管理を
省略する。

●バックデータに基づき適
用性を検討
●コンクリート撤去工につ
いては、ＩＣＴ出来形管理基
準策定の前提となる、通常
の出来形管理基準及び規
格値が基準化されていな
い

Ｃ

・コンクリート撤去工につ
いて現行の出来形管理
基準及び規格値が整備さ
れた時点で再度検討

バックパック型
レーザース
キャナ

土工等
カイ
ゼン

R4 JCMA

・バックパック型
レーザースキャナを
用いた土工等の面
的出来形管理を認
める。

●バックデータに基づき
適用可否を検討
●「3次元計測技術を用
いた出来形計測要領
（案）」の改定を検討

Ａ

・データ収集・精度検証を
実施
・所要の計測精度を満足
する場合は土工編等の
改定を検討

②

①



適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

出
来
形
計
測

TS等光波方式

土工
舗装工

路面切
削工

適用
拡大

R4 JCMA

・土工・舗装工の面的
出来形管理に、車輪
付きプリズムとこれを
自動追尾するTSを用
いることを認める。

●バックデータに基づき
適用可否を検討
●「3次元計測技術を用
いた出来形計測要領
（案）」の改定を検討

●路面切削工について
は出来形計測時間の制
約から路面切削と同時に
出来形が記録できるシス
テムのみ使用を認めてい
る
●舗装工については1級
TSの精度が求められる
ため適用不可

土工：A

舗装工：C

路面切削工

(起工測量)：A

・データ収集・精度
検証を実施

・所要の計測精度
を満足する場合は
土工編・路面切削
工編の改定を検討

・路面切削工につ
いては起工測量に
限り適用を検討

地上型レー
ザースキャナ
（TLS）

函渠工
（本体
工）
・場所
打函渠
工

適用
拡大

R4 日建連

・内空構造を持つ函
渠等の構造物の基
礎、外周、内空、天
端などをＴＬＳでス
キャンし、点群から
管理断面の形状を
抽出し、出来形を断
面管理することを認
める。

●バックデータ収集・
計測精度確認
●内空構造物をＴＬＳ
で計測する場合の留
意点や点群から出来
形寸法を求める際の
データ処理上の留意
点の確認が必要

A

・国総研DXフィー
ルドで内空構造物
のTLS計測実験を
実施

・所要の計測精度
を満足する場合は
「函渠工編」の新設
を検討

UAV写真

軟弱地
盤上の
盛土工
（土量管
理）

適用
拡大

R4 JCMA

・軟弱地盤上の盛土
工において、層毎の
撒きだし直後の現況
点群、および沈下後
の現況点群を計測し、
両者の差分で実盛土
量を把握する土量管
理手法を認める。

●現状、軟弱地盤上の
盛土における沈下量・土
量管理には沈下板を用
いることが原則※となっ
ており、ICTで沈下板によ
る管理を代替することは
難しい
（※「道路土工―軟弱地
盤対策工指針」による）

P

・軟弱地盤の土量
管理の現行基準に
照らしてICTの適
用が可能か否か検
討が必要

8

④

③

Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

１．出来形管理に関する提案・要望



適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

出
来
形
計
測

モバイル端
末（Lidar付
きスマート
フォン等）

小規模
土工

カイ
ゼン

R4 JCMA

・小規模土工における
精度管理方法はGNSS
を用いた座標付けを行
う技術について記載さ
れている

・検証点を用いて座標
付けを行う方式につい
ては記載が無いため、
この精度管理方法を要
領に追記する。

●バックデータに基づき適用
可否を検討

●提案手法に対して適切な
精度管理方法を検討

A

・データ収集・精度検証を実
施
・所要の計測精度を満足する
場合は第１４編「3次元計測
技術を用いた出来形計測要
領（案） 第１４編土工
(1,000m3未満）・床堀工・小
規模土工・法面整形工編」の
改定を検討

TLS-
GNSS
（GNSSを
搭載した
TLS）

土工
舗装工

カイ
ゼン

R4 道建
協

・TLSの上部に2基の
GNSSを搭載したもの
（TLS-GNSS）を用い
ることで、出来形計測
を標定点無しで行うこ
とを認める。

●現状、工事基準点を参
照して器械設置を行うTLS
については標定点の設置
は不要。TLS-GNSSは
GNSSを使用して器械設置
を行うが工事基準点を用い
る場合と同等の精度があ
ること確認する必要がある
●GNSSの受信状況を
チェックするための適切な
現場精度確認試験方法の
検討が必要

土工：
A

舗装
工：C

・土工についてデータ収集・
精度検証を実施
・所要の計測精度を満足する
場合は土工編の改定を検討
・本技術の計測精度はGNSS
の計測精度に依存するため、
舗装工への適用は見送る
（精度担保の観点から舗装工
の出来形管理へのGNSSの
適用は認められていない）

施工履歴
データ（MC
切削機）

路面切
削工

カイ
ゼン

R4 道建
協

・施工履歴がとれない人
孔の周囲やＲ部拡幅部、
又は施工の起終点など、
人力ハツリやミニ切削
機にて施工する範囲に
ついては、現状ＴＳでの
出来形計測が求められ
ているが、これを省略す
ることを認める

（従来施工では、これら
の範囲の出来形管理は
不要であるため）

●現行管理の出来形管理除
外に関するルール・実態を確
認

A

・路面切削工の現場における
出来形管理の実態を調査
・施工履歴での出来形管理
が困難な箇所についてTSで
の補間計測の他に、従来の
出来形管理手法でも対応出
来る旨を要領に追記すること
を検討
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Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

１．出来形管理に関する提案・要望

⑥

⑦

⑤



適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

出
来
形
計
測

MMS 路面切
削工

カイ
ゼン

R4 道建協

・路面切削工において起工
測量や施工履歴データを用
いた出来形計測の準備作
業として行う3次元座標をも
つ工事基準点の設置を不要
とする。

●ICT活用工事におい
ては3次元設計データ
作成および公共座標系
の3次元座標での出来
形計測データの納品が
必須であるため、3次元
座標をもつ工事基準点
は必要

C

・基準の改定は見送る

高精度
GNSS 土工 カイ

ゼン
R4 JCMA

・高精度GNSS（GPS、
GLONASS、Gallileo、準
天頂等の複数種の
GNSS信号を利用でき解
析方法を改良した高精度
GNSS）を用いる場合は、
所要の精度を満足するこ
とを前提に、土工の断面
管理への適用を認める。

●バックデータ収集・
計測精度確認

●高精度GNSSが土
工の断面管理に必要
な精度（平均誤差＋
2σ＜±10mm）を満
足することを現場毎
に確認するための試
験方法の検討

A

・データ収集・精度検証を実
施

・所要の計測精度を満足す
る場合は土工編の改定を
検討

重機搭載ス
テレオカメラ
による写真
測量

土工
カイ
ゼン

R4 JCMA

・出来高管理への適用が認
められているステレオカメラ
を、出来形管理に用いること
を認める。

●バックデータ収集・計
測精度確認

B

・現状では出来形管理に必
要な精度が確認できていな
いため、今後バックデータ
収集等により所要の精度が
得られることが確認できた
段階で基準化を検討
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Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

１．出来形管理に関する提案・要望

⑧



適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

出
来
形
計
測

UAV写真 土工 カイ
ゼン

R4 全建

・UAV写真測量で用い
る点群生成ソフトウェア
（SfMソフトウェア）から
出力されるデータ処理
レポートに記載の検証
点誤差を、要領で課さ
れている精度確認試験
の実施結果として提出
することを認める。

●バックデータ収集・計測
精度確認（精度レポートの
正しさを従来の解析結果と
比較して確認）
●精度レポートではx,y,z
各成分の平均二乗誤差が
出力されるが、要領が求
める単点での計測精度と
は異なる。
●sfmの精度レポートの算
出ロジックは非開示のた
め精度レポートの妥当性
や要領が求める計測精度
との整合性が確認できな
い

B

・精度レポートに単
点の計測誤差を出
力する方法の確立
やバックデータ等に
より所要の精度が
得られることが確認
できた段階で再度検
討

TLS等の
多点計測
技術

土工 カイ
ゼン

R4 全建

・提案①：法面上に根株
や岩が現れており、面
的な出来形が部分的に
規格値を満足できない
場合で、当該区間を面
管理から点群を用いた
断面管理に置き換える
ことを認める

・提案②：断面管理に切
り替えた断面が急勾配
である等、TSによる出
来形計測に危険を伴う
場合は、TLSで計測した
点群を用いた断面管理
を認める

●提案①：現行の出来形
管理要領において、生産
性向上を妨げる場合、受
発注者協議により、TSを
用いた断面管理に置き換
えることが可能

●提案②：土工では点群
から法肩・法尻・小段など
のエッジ部分の点を正確
に特定することが難しいた
め断面管理には使用でき
ない

提案①：A

提案②：C

・提案①：現場毎の
受発注者協議により
対応出来る旨を
Q&Aに記載
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Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

１．出来形管理に関する提案・要望



適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

出
来
形
計
測

ＴＬＳ
アンカー
工

適用
拡大

R4 全建

・アンカー工の出来形管
理基準のうち「配置誤差
d」をTLSでとった点群で
出来形管理する

●バックデータ収集・計
測精度確認
●TLSで計測した点群を
用いた配置誤差ｄの合理
的な計算方法の検討

●適用できるアンカーが
限定される（アンカー
キャップがついているも
のや、アンカーが法面か
ら突き出ているものは適
用不可）
●TLSの点群からアン
カーの芯の位置を求める
ためには、少なくとも数
mmピッチの点群密度が
必要となるが、スキャン
に多大な時間を要し生産
性向上が期待できない

Ｂ

・点群から配置誤差の算
出ロジックの妥当性、適
用できるアンカーの条件、
必要な計測密度について
今後の検討が必要。
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Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

１．出来形管理に関する提案・要望



適用ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

そ
の
他
の
提
案

－

要領の
全般的
な改善
提案

カイ
ゼン

R4 日建連

1）３次元出来形管理要領の
簡素化
2）基準化した民間提案技術
のカイゼン効果のフィード
バックを希望
3）複数ツールを活用した場
合の計測データの取りまと
め方についての指針の明記
4）工種をまたいでデータを
活用することを認める
5）多段法面等、従来の断面
管理に切り替えることができ
ることをより強調して記載
6）受発注社間のデータ共有
方法を施工者側から提案す
ることを認める

●改善提案について要
領改定内容を個別に精
査する必要がある

未定

・提案の具体的内容を精査
した上で、必要に応じ要領
やICT活用工事実施要領の
記載内容を改定

画像解析
（法面の水
分量把握）

土工
カイ
ゼン

R4 全建

・近赤外線カメラによる遠望
からの撮像データの画像分
析により、河川築堤工事の
完成時点における盛土法面
の水分量をマッピングする

・管理者による観察記録を
位置情報と紐づけたカルテ
データとして、活用する。

●現時点では、法面の
水分量管理は必須で
はない

●法面表面の水分量と
法面の安定性との関係
については今後研究が
必要

P
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Ｒ４民間提案による基準類作成の提案内容と対応方針（案）

2．その他の提案



■提案の概要
・ＮＡＴＭトンネルの一次吹付の厚さ管理は、削孔を行いメジャによる吹付厚実測が行われてきたが、ノンプリズムＴＳ
等を用いてトンネル中央付近に設けた定点から吹付前の地山および吹付後の壁面までの距離計を計測し、これらの
距離差から吹付厚を把握し、出来形管理に用いることを認める。

トンネル坑内横断図

吹付後測点

定点からレーザー測距
（吹付前・後2回計測）

地山 吹付前後の距離の差と、測距光の
鉛直角からトンネル上半半径方向
の吹付厚を換算

鉛直角

吹付厚（換算値）

一次吹付

吹付前測点

鋼
製
支
保
工

■今後の検討方針
・データ収集・精度検証を実施。
・従来手法と比較して所要の精度が得られることを確認し要領化の可否を検討。

①ノンプリズムＴＳ等によるトンネル吹付厚の出来形管理

民間提案による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）

■期待される効果
・検査孔の削孔を待たず出来形（厚さ）が確認でき、迅速な管理が可能。
・検測のための作業が必要なくなることで、管理コストの縮減のみならず、安全性の向上にも寄与。
・高所作業他、危険作業なし
・帳票出力まで自動化され、出来形管理のために人工なし。機器の管理のコストは必要であるが、全体の経費
軽減が期待できる。
・全数管理の実現：全てのサイクルについて吹付け厚を管理できる。
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②バックパック式のレーザースキャナーを用いた3次元起工測量

■提案の概要
・バックパック式のレーザースキャナーを用いた土工の出来形計測等を行うことを認める。

■今後の検討方針
・データ収集、精度検証を実施。
・事前精度確認試験方法の案を作成し、所要の計測精度を満足する場合は、土工編等の改定を検討。

IMU内蔵レーザースキャナー GNSSアンテナ

電源供給バッテリー

民間提案による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）

■期待される効果
・バックパック式レーザースキャナを背負った作業員が現場内を歩行するだけで、移動した周囲の現況点群を
±5cm の計測精度で取得可能
・起工測量・出来形計測等の作業の効率化

出来形計測結果の一例

15



■概要
・路面に対して一定高さを保ちながら移動する機構を有するプリズムと自動追尾機能付きTSを用いた計測技術を土
工の出来形計測や、路面切削工の起工測量計測に用いることを認める。

③車輪付きプリズムと自動追尾機能付きTSを用いた計測

民間提案による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）

■今後の検討方針
・バックデータの調査と精度検証試験を現場や試験フィールドで行う。
・バックデータで精度が確認できる場合保証できる場合、土工と路面切削工（起工測量に限る）で適用

■期待される効果
・TSが移動体に付属するプリズムを自動追尾し一定スパンで計測できるので、多点計測が簡便化する。
・起工測量や面的な出来形管理が経済的かつ迅速に実施できる。

プリズムを自動追尾しながら
連続的(0.1秒毎等)に3次元座標を計測・記録

自動追尾

16
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④ICT活用工事（構造物工（管渠工））内空構造を持つ構造物
■概要
・内空構造を持つ函渠等の構造物の基礎、外周、内空、天端などをTLSで計測し、点群から管理断面の形状を抽出し、
出来形管理を行うことを認める。
・点群データの提出を条件に出来形管理写真の撮影を省略する。

■期待される効果
・出来形計測の効率化
・寸法計測状況写真の省略による写真管理の簡素化（出来形計測状況写真（代表箇所1枚）は必要）

民間提案による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）

■今度の検討方針
・国総研DXフィールドで内空構造物のTLS計測実験を実施。
・所要の計測精度を満足する場合は「函渠工編」の新設を検討。

均しコン 段落防止用枕 天端 内空 外周

【内空構造物のTLS計測手順】

スキャンデータを合成し
モデル作成

3Dモデルから出来形寸法を採寸



産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）
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⑤モバイル端末を利用した3次元計測手法の提案
■概要
・現要領で、小規模土工における出来形管理に現時点で精度管理方法が明記されているのはGNSSで標定点等の
座標を計測するタイプのICTについてのみであり、ＴＳを用いて標定点・検証点の座標を計測する技術（ＴＳ併用タイ
プと記載）については記載がない。
・ＴＳを用いる技術についても精度管理方法を要領に明記する。

■今後の検討方針
・小規模土工に関する出来形管理要領の改定に向け、本計測手法に依る精度確認試験を試験フィールドで行う。
・要求精度を満足することが確認された場合、出来形管理要領の適用技術として追記
・精度確認試験方法 TSで標定点を計測するタイプのモバイル端末を用いる場合の精度確認試験方法を確立し小
規模土工の要領に追記

■期待される効果
・TSで標定点を設置する計測手法について、事前精度確認により現場精度確認を簡素化
→TS併用タイプのモバイル端末計測アプリケーションについても円滑に導入が可能となる。

【モバイル端末（TS併用タイプ）の計測手順】

標定点の設置 標定点の座標計測（TS使用） モバイル端末で計測 計測結果の確認



⑥TLS-GNSSを用いた出来形計測

■概要
・TLSの両端に2基のGNSSを搭載した「GNSS搭載TLS」を用いる場合は、出来形計測を標定点無しで行うことを認め
る。

■期待される効果
計測作業工数の削減（ＴLS用のターゲット設置作業の省略）

■今後の検討方針
・土工についてデータ収集・精度検証を実施。
・所要の計測精度を満足する場合は土工編の改定を検討。
・本技術の現場における精度確認手法を確立し、要領に記載。
・本技術の計測精度はGNSSの計測精度に依存するため、舗装工への適用は見送る（精度担保の観点から舗装工の
出来形管理へのGNSSの適用は認められていない）

高性能GNSSアンテナ

産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）
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⑦ICT切削における施工履歴取得手法（ICT切削工）
■概要
・現在の路面切削工のICT出来形管理要領では、人孔の周囲やＲ部拡幅部、又は施工の起終点など、人力ハツリやミ
ニ切削機にて施工する範囲等は、ＩＣＴ切削機の施工履歴データが記録できないため、出来形をＴＳで補間計測するこ
ととしているが、従来管理手法である水糸下がり計測で補間計測することも認める。
・従来管理手法では、施工履歴データが計測できない範囲と管理断面が交差する部分のみ、水糸下がりで出来形を
計測・管理する。

■期待される効果
・保管計測を実施すべき範囲の軽減、出来形計測作業工数の削減

産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）

■今後の検討方針
・路面切削工の現場における出来形管理の実態を調査
・施工履歴での出来形管理が困難な箇所についてTSでの補間計測の他に、従来の出来形管理手法でも対応出来
る旨を要領に追記することを検討

ICT切削機で施工歴データが
計測できない範囲

・現状、これらの範囲は全てTSを用いて出来形計
測データを補間している

→これらの範囲は従来管理手法（水糸下がり管
理）で出来形を管理することを認めることで、出来
形管理にかかる作業工数の軽減が期待できる。

【理由】従来施工においては、人孔付近やＲ部等の
出来形管理は管理断面と交差する場合について
のみ実施してきた。ＩＣＴ施工においてもこの考え方
を適用し出来形管理労力の増大を避けるべき。

20



⑧高精度GNSSを用いた出来形管理（断面管理）

産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ4年度）

■提案の概要
・土工の出来形断面管理に用いるICTとして現時点ではＴＳが認められている。
・近年、 RTK解析エンジンや取得衛星数が改善した高精度GNSSが市販されるようになり、ＧＮＳＳの高さ計測精度
が向上してきた。
・そこで、±10mm以内の高さ計測精度を有する高精度GNSSを用いる場合に限り、土工の断面管理に適用すること
を検討する。

■今後の検討方針
・出来形管理（断面管理）のために必要な計測精度（24時間静止観測で10エポックの平均値で、標高誤差Δzについ
て、平均誤差＋2σが10mm以下）が得られるか、実験により確認。
・所要の計測精度が得られた場合は土工の出来形管理（断面管理）の適用技術に加える。
・現場毎に実施する精度確認試験方法を確立し、要領に追記する。

■期待される効果
・断面管理における出来形計測作業の簡便化・効率化

出典：土木技術資料55-11(2013)衛星測位技術「RTK-GNSS」の出来
形管理への適用に向けた計測精度確保の方策

【2013年時点のGNSS計測精度（12時間連続観測データ）】

約30分～2時間周期で高さ計測誤差（Δｚ）が
±3cm程度生じている 高さ計測誤差（Δz）が低減している

【2022年の実験結果（高精度GNSSを使用した12時間連続観測データ） 】

Δz（mm）
Δz（ｍ）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ICT施工の普及に関する業団体等からの意見

資料－３



業団体等からの意見

○ICT施工の普及・拡大のため、関係業団体にICT施工に関するアンケート調査を実施
〇小規模な現場にICT施工を導入するための方策、実施要領・積算基準及びICT施工の拡大要
望等について、１４９件の意見をいただいた。

〇アンケート調査概要

・調査期間 ２０２２年６月２３日（木）～７月１５日(金)

・調査方法 メール

・調査対象者

・回答数 １４９件

・設問内容

※いただいた要領等へのご意見につきましては、今年度検討を進めて次回会議にて対応結果をご報告予定

(一社)日本建設業連合会、 (一社)全国建設業協会、 (一社)全国中小建設業協会、
(一社)建設産業専門団体連合会、 (一社)全国建設産業団体連合会、(一社)日本道
路建設業協会、(一社)日本建設機械施工協会、(一社)日本測量機器工業会、(一社)
日本建設機械レンタル協会、 (一社)建設コンサルタンツ協会、 (一社)全国測量設計
業協会連合会、(公財)日本測量調査技術協会 計１２団体

１．小規模な現場にICT施工を導入するための方策について
２．実施要領・積算基準に関する意見・要望
３．ICT施工の新規要望工種及び出来形管理要領の改善要望

1



業団体等からの意見

2

件数

1 小規模現場へのＩＣＴ施工について 16件

・ 小規模現場では施工数量が少なく、施工が早く完了してしまうので、ICT施工における生産性・施工性が上がらず、取り組むことに躊躇してしまう。小規模現場に見合った
ICT施工計画等の書類の削減、ICT施工単価の上昇、工事成績での加点等大規模工事以上に取り組みやすい環境を作ることが必要と思います。

・ 小規模工事では床掘や敷均しなどでの活用が有効であると考えますが、費用や管理上の負担に見合っていないので取り組みが進んでいないと考えます。特に施工個所
が点在している場合には費用が嵩みます。

・ 小規模工事においては、重機と作業員が混在する作業等が多くあるなど、数量に対してICT活用工事を実施しても、効果が十分に発揮できない場合はある。そのような
ケースも考慮して、対象とする範囲や時期についてより柔軟にする必要がある。

・ 小規模工事すべてに適用することが、生産性向上に資するかどうかも含めて、施工業者としては実際に試行工事を発注してもらい、運用してみないと問題点などが分か
らないのが実情かと思われます。

・ 小規模な現場におけるICT活用の効果(生産性向上効果）を示し導入の動機付けとする。小規模特有の現場条件(課題）に対応したICT活用事例の周知が必要（狭隘箇
所、少数量、多工種施工における活用技術と効果事例等）

・ ICT機器類の後付けは電磁バルブの交換等が必要となり技術的に困難な場合があるため、小型重機にもICT機器、電磁バルブを標準装備してはどうでしょうか。

2 人材育成 11件

・ 昨今のＩＣＴ施工現場の増加に伴い、小規模な現場にＩＣＴ施工を導入した際の技術者不足が懸念されることから、ＩＣＴ担当技術者育成のための講習会・研修会開催をご
検討頂けますようお願い致します。

・ 地方自治体などが発注する小規模工事において、地域によっては受発注者共に担当する技術者の確保が難しい場合やICT施工への理解度にも差異が発生する恐れも
あるため、受発注者合同による人材育成、講習会を実施し、双方理解を深めることが重要だと感じる。

・ 小規模な現場には限らないが、利益が上がった、人を減らすことができたなどの実際の効果を共有する場を設けると、導入のイメージが付きやすい。セミナーなどで事例
の紹介するだけでなく、実現場でのリアルな事例を見せる場を作ると良いと考える。

・ 過去に監督員と現場代理人で意見を交換する機会があったのでそういった場を設けていただきたい
・ 小型ICT建設機械の市場が小さく、レンタル会社に問い合わせしたところ、レンタル費用が高額である。実際に見たことがないので、現場見学会を開催していただきたい
です。

3 費用の計上について 18件

・ 小規模な現場でも、ICT施工の出来形測定において、３Dレーザースキャナ（TLS）はほぼ必須の測量器械と思います。しかし、所持していない会社も多く、リースでの対応
となるので、そのリース費用を設計変更で対応していただきたい。

・ 小規模土工向けのICT建機の機械経費積算やシステム初期費の設定を検討してほしい。
・ 小規模であっても、大規模であっても、ICT施工を実施する為に必要なソフトウェアや機材が高額である。　

・ 小規模の歩掛についても、作業実態を踏まえて基準を設けて頂きたい。

１．小規模な現場にICT施工を導入するための方策について



業団体等からの意見

3

件数

4 ３Ｄ設計データの提供 12件

・ 受注後の３Ｄデータ作成等に時間を要するため、発注時点での３Ｄデータ化の必須等、受注者側の負担低減策を検討して頂きたい。
・ ノウハウが無いため3次元設計データ作成の時間やコストがかかる。ICT施工を普及させるため一定期間（5年程度）、発注者（または外注会社）から3次元設計データを
提供することができないか？

・ 精度の高い３次元設計データを支給していただきたい。

・ 小規模工事を施工する中小の建設会社において、3次元設計データの作成がハードルとなっており、レンタル会社に丸投げされるケースがあるため、内製化した場合の
インセンティブや発注者が3次元データを貸与することを検討いただきたい。

・ 3次元データを発注段階から提供する
※ICT活用に必要となる3次元設計データは発注機関から提供、施工における3次元データの利活用事例（上記2項目と関連）を周知

5 インセンティブ 5件

・ 小規模に限らないが外注化を即すようなインセンティブの廃止（点数とか）。
・ 一部の段階活用で1点加点、全ての段階活用で2点加点という分けがあると、結局2点を取るために無理してでも全ての段階でＩＣＴ施工を行うということに繋がるため、分
けが無くても良いかと思います。しかし一方で、加点が創意工夫の中で7点満点の上限があるため、1点でも2点でも合計点にさほど影響が無く、インセンティブの効果が
薄いかとも思います。

・ 小規模現場でのＩＣＴ利用に弊害となるのはやはり金額面かと思います。
小規模では導入費用に対し、請負金額が負けてしまうので、金銭的もしくは、点数などで付加価値を持たせる等が必要かと思います。

6 発注方式 3件

・ 小規模土工においてもICT建機の活用を指定とすることで普及を図る
・ 発注者指定の工事を増やしもっと身近にしたら良いと思う。

１．小規模な現場にICT施工を導入するための方策について



業団体等からの意見

4

件数

1 実施要領の記載方法 6件

・ 全体の流れは実施要領の中に表として記載されているが、その中の細別も表として作成し、視覚的にわかりやすくしてほしい。加点項目や、発注者指定型や受注者希望
型の区分けなど。

・ 年々新しい実施要領が増えていくので、統一性を持たせてほしい。
・ 煩雑で見づらく、目次がないため確認したい箇所が分かりにくいので、記載例一覧表等をつけてほしい

・ 施工者が希望しICT活用を実施する場合の計画や、設計変更について、具体的な監督員と請負者の打ち合わせ内容や手順、時系列、検査、成果品についての各工種
の標準的な事例を示していただけるとわかりやすいです。

2 書類の簡素化 6件

・ 書類での提出物が多すぎる。(書類の簡素化を望む)
①活用協議→指示②ICT測量計画書③設計変更協議会④ICT施工指示⑤起工測量に伴う数量の変更協議⑥3次元データ作成・チェックシート提出⑦使用するアプリ、
ファイル形式協議⑧施工計画(工事編)⑨出来形管理帳票⑩3次元データの納品

・ 若手、熟年者の幅広い理解促進のため、極力簡素化を期待します。

・ RTK-GNSSかTSかのどのタイプの計測を行うかの協議のみでいかがでしょう。

・ 中小建設業にとっては要領書の読み込みと熟知に相当時間が必要であり、作成・提出書類や管理項目等を含め簡素化をお願いします。

3 インセンティブ 4件

・ 中小事業者でもICT導入・継続できるよう工事の規模や条件を勘案した物質的・評価的インセンティブの拡大をお願いしたい
・ 各種ICT施工への取組を「加点で評価」するのではなく、請負金額（設計変更）での対応をお願いいたします。

4 人材育成 4件

・ 国だけではなく自治体が主催する講習会を開催すれば参加者も増えると予想されるため、国から自治体へ支援することを望む。
・ 実施要領は、記載されている項目が多岐に及んでおり、かつ難しい記述となっている箇所があることから、ICTの全面的な活用に資する各種要領の説明会・研修会の開
催をご検討けますようお願い致します。

・ 迅速な対応により様々な要領が増えました。要点を取りまとめた、講習会やweb公開資料を希望します。
・ 小規模工事ICT施工活用手引き（案）記載の新しいＩＣＴツールの活用は参考になりますが、講習会など実物を体験できる企画があると導入しやすい。

5 発注方式 2件
・ 従来のICT活用工事では、３次元起工測量から納品までを行わないと「ICT活用施工」とならず、現場では創意工夫として部分的なICT活用を行っていたが、「簡易型ICT
活用工事」を導入後は、設計変更と加点評価の対象となったため、活用がしやすくなった。

２－１．実施要領に関するご意見・ご要望について



業団体等からの意見

5

件数

1 積算基準の見直し 17件

・ ICT建機・測定機器を貸し出すリース会社の賃料はほぼ月極単位であることが多く、雨天時・強風等の悪天候の日は作業中止の為、積算基準で無稼働日の経費を計上
してほしい。

・ ほとんどの現場において多工種複層作業での施工工程のためどうしても施工期間が延びる。それにかかる費用も増大し負担となるためそれに対応した計上割合の設定
の見直し及びICT機と通常機における通常機の補佐的役割を勘案した除数による算出の緩和もしてほしい

・ m3単価に反映するのは煩雑なので、技術管理費の積上げ分としてイニシャルとランニングコストを計上したらいかがでしょう。
・ ICT建設機械の対となる、GNSS基地局(RTK)を使用した場合と、電子基準点(VRS方式)で費用が違ってきます。ご対応をお願いします。
・ ICT施工での全面利用のための実施要領や積算基準については、実際に実施してみないとわかりにくいところがあるため、実施した業者を対象とした歩掛提出などの事
後調査を行って、順次改善して頂きたい。

・ 土工量が少ない中小規模土工では、ICT建機のリース代を補えるだけのICT建機稼働日単価にしてほしい。
・ 小規模な現場にICT施工を導入する場合、技術者の負担及び請負金額に対してコスト負担があると思います。零細企業では、高齢の技術者が多くICT施工業者の技術
サポート又は、直接現場介入等がなければ無理だと思いますので設計変更等で技術サポート費（人件費）を計上してはと思います。

2 見積活用方式の活用 4件

・ 小規模土工では大規模土工に比べると、重機の稼働率が低く、また、現場条件によっては稼働率が大きく変動することから、ICT機械損料を見積徴収等で反映させる必
要があるかと思います。

・ ICT搭載のバックホウ等の機材について、上記のような中小事業者では自社で保有することは困難と思われるため損料ではなく「賃料」としていただき、見積活用による
速やかな設計変更対応を要望する。

・ 小規模現場におけるICT施工は、黎明期にあり費用対効果が薄いので、市況が安定するまで見積もり活用方式を採用していただき、汎用化が進んだ際に積算基準に移
行する手法としていただきたい。

・ 市場物価（賃金、燃料高騰など）に随時あわせた対応や施工見積方式の積極的活用をお願いしたい。

3 測量、3D設計データ作成 3件

・ ３次元起工測量や設計データ作成の見積徴収を、歩掛の設定、もしくは管理費への率計上に変更してほしい。
・ ３次元起工測量や３次元設計データの作成費用は見積書を提出していますが、現場の難易度に合った積算基準を整備していただきたい。

２－２．積算基準に関するご意見・ご要望について



業団体等からの意見

6

件数

1 改善要望等について 12件

＜路面切削工＞

・ 履歴取得出来ない所を他の方法で補完する事になっているが、その作業に専用の人員が必要になるため、簡素化してもらいたい。

・ 新設より現道上での補修や改良が多くなっているなか、それについての実施要領が追いついていない。夜間開放が必要とされる路床幅1ｍ程度の両側拡幅をスキャナーで出来形
管理、今年度から断面管理も可能となったが横断図の全断面を計測は負担が大きい。

・ 現道即日復旧など出来形面管理を日々行わなければならない（非効率）場合は省略を認めるなど対応して頂きたい。
＜舗装工＞
・ 新設より現道上での補修や改良が多くなっているなか、それについての実施要領が追いついていない。夜間開放が必要とされる路床幅1ｍ程度の両側拡幅をスキャナーで出来形
管理、今年度から断面管理も可能となったが横断図の全断面を計測は負担が大きい。

＜アンカー工＞
・ これまで直接計測を行っていたアンカー削孔(削孔長､削孔径）に対し､効率的な計測技術が実装されたことから適用を可能とする検討を願いたい。
＜出来形管理全般＞

・ 簡単簡潔な出来形管理要領にしないと、複雑すぎて活用しなくなる。
面管理は平面部（路体・路床）のみの管理であれば、中小規模の会社・小規模工事でも取り組んでいけると考えます。（出来形測量が複数回にならないため）

・ これまでICT活用工事の対象となっていなかった工事目的物に対し､出来形管理基準規格値の許容値に対応したICTツールを明示することにより、多様な作業の施工管
理に適用できる。

・ 土運搬はそのトレーサビリティが求められているところであり、その取組についてICTを活用した場合についてインセンティブ付与を検討願いたい。
・ BOXカルバート、重力式については形状が固定されているので、導入しやすい。床版に関しては、機械的に出来ると考えられる。

３．ＩＣＴ施工の新規要望工種及び出来形管理要領の改善要望について



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

民間等電子基準点の現状について

資料－４



民間等電子基準点の取組状況

○ 電子基準点の観測データは測量の基準、地殻変動監視、位置情報サービスの支援として活用
○ スマート農業等で、民間等のGNSS連続観測局の設置が進むとともに、複数の携帯キャリアは独自のGNSS連続観測局
を設置し、新たな位置情報サービスを展開

○ GNSS連続観測局の規格・基準を統一するための性能基準を策定し、令和2年4月から民間等電子基準点の登録制度
の運用を開始

【背景】
国土地理院は、「電子基準点」を全国約20 km間隔で約1,300点設置、測量の基準、
地殻変動監視、位置情報サービス支援に活用

一方、スマート農業等で民間等のGNSS連続観測局の設置が進むとともに、携帯キャリアが
独自のGNSS連続観測局による位置情報サービスを展開

民間等独自のGNSS連続観測局では、設置者ごとに規格や準拠座標がバラバラとなる可
能性がある。高精度な位置情報サービスのためには、国家座標（位置の基準）への準拠、
一定の精度の確保が重要

【制度概要】
2020年4月1日から民間等電子基準点登録制度の運用を開始

国土地理院が性能基準に基づき性能を評価。一定の性能を有するものを登録
（A級、B級又はC級）。

登録された基準点を利用することで、国家座標に準拠し、一定精度を有する
GNSSデータを利用することが可能。

A級：土木及び建築工事に活用可能な信頼性を確保、地殻変動監視にも活用可能
B級・C級：A級の要件を緩和、より一般的な位置情報サービスに活用可能

（B級とC級は座標時系列安定性や、使用する受信機の性能等により区別）

※C級は2021年4月19日から新たに導入

建機の制御

データ利用

民間等電子基準点の
登録申請※

審査結果
の通知

民間等電子基準点
観測データ

• 民間等電子基準点の設置及び観測の実施
• 位置情報サービスの運用

ドローンの活用 農機の制御

• 審査
• DB登録

• 電子基準点の
運用

民間等電子
基準点DB

国土地理院

利用者

民間等電子基準点設置者
位置情報サービス事業者等

データ利用契約

※申請に当たって第三者機関による検定が必要

図：民間等電子基準点登録の仕組み 1

【登録状況】
A級28点、B級16点、C級7点登録済み（2022年7月20日現在）
【参考：A級28点、B級16点、C級5点 （2022年2月21日時点）】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和３年度の評価と令和４年度の予定

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト
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R3年度 PRISM試行の評価について

（評価凡例）
Ａ：試行は十分な成果があり、技術の導入効果や社会実装の実現性について高く評価できる
Ｂ：試行は一定の成果があり、技術の社会実装に向け今後の技術開発が期待される
Ｃ：試行は一定の効果があるが、技術の社会実装には更なる技術開発や課題解決が必要
Ｄ：試行に成果があったとは言い難い（該当無し）

【技術Ⅰ】
ＡＩ、ＩｏＴを始めとした新技術等を活用して土木又は建築工事における施工の労働生産性の向上を図る技術

【技術Ⅱ】
データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を図る技術

1

技
術
Ⅰ

年度
評価（技術）

技術 コンソーシアム
Ａ Ｂ Ｃ

Ｒ３ ５ １３ １ １９ １８

技
術
Ⅱ

年度
評価（技術）

技術 コンソーシアム
Ａ Ｂ Ｃ

Ｒ３ ６ ４ １ １１ １１



資
料

１

N
o

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
試

行
工

事
総

合
評

価

1

阿
部

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

環
境

風
土

テ
ク

ノ
北

海
道

大
学

立
命

館
大

学
一

般
社

団
法

人
北

海
道

産
学

官
研

究
フ

ォ
ー

ラ
ム

株
式

会
社

堀
口

組
株

式
会

社
建

設
Io

T
研

究
所

一
般

国
道

５
号

　
仁

木
町

　
銀

山
大

橋
P

５
橋

脚
工

事
Ｂ

2

株
式

会
社

IH
Iイ

ン
フ

ラ
建

設
オ

フ
ィ

ス
ケ

イ
ワ

ン
株

式
会

社
株

式
会

社
コ

ル
ク

千
代

田
測

器
株

式
会

社

国
道

７
号

　
大

砂
川

橋
上

部
工

工
事

Ｂ

3
沼

田
土

建
株

式
会

社
日

本
マ

ル
チ

メ
デ

ィ
ア

・
イ

ク
イ

ッ
プ

メ
ン

ト
株

式
会

社
立

命
館

大
学

R
２

・
３

沼
田

出
張

所
管

内
維

持
工

事
Ｂ

4

金
杉

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

ア
ク

テ
ィ

ブ
･ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

株
式

会
社

創
和

A
R

A
V

株
式

会
社

R
３

三
郷

・
吉

川
河

川
維

持
工

事
Ｂ

5

大
成

建
設

株
式

会
社

成
和

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
株

式
会

社
横

浜
国

立
大

学
一

般
社

団
法

人
日

本
建

設
業

連
合

会
パ

ナ
ソ

ニ
ッ

ク
ア

ド
バ

ン
ス

ト
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
株

式
会

社
ソ

イ
ル

ア
ン

ド
ロ

ッ
ク

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

株
式

会
社

Ｋ
Ｙ

Ｂ
株

式
会

社
極

東
開

発
工

業
株

式
会

社
エ

ム
・
エ

ス
・
テ

ィ
ー

株
式

会
社

R
２

国
道

３
５

７
号

塩
浜

立
体

山
側

下
部

工
事

Ａ

6
株

式
会

社
イ

ク
シ

ス
清

水
建

設
株

式
会

社
東

京
外

環
中

央
J
C

T
北

側
A

ラ
ン

プ
シ

ー
ル

ド
（
そ

の
２

）
工

事
東

京
外

環
中

央
J
C

T
北

側
H

ラ
ン

プ
シ

ー
ル

ド
（
そ

の
２

）
工

事
Ｂ

7
J
F
E
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
株

式
会

社
株

式
会

社
小

川
優

機
製

作
所

川
崎

港
臨

港
道

路
東

扇
島

水
江

町
線

ア
プ

ロ
ー

チ
部

橋
梁

（
そ

の
２

工
区

）
ほ

か
工

事
Ｂ

8
K
B

-
e
ye

株
式

会
社

丸
浜

舗
道

株
式

会
社

一
般

社
団

法
人

全
国

交
通

誘
導

Ｄ
Ｘ

推
進

協
会

R
２

甲
府

・
峡

南
出

張
所

管
内

交
通

安
全

対
策

工
事

Ｂ

9
小

柳
建

設
株

式
会

社
株

式
会

社
E
A

R
T
H

B
R

A
IN

R
３

阿
賀

野
バ

イ
パ

ス
J
R

跨
線

橋
軽

量
盛

土
そ

の
２

工
事

Ｂ

1
0

鹿
島

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

ア
ク

テ
ィ

オ
サ

イ
テ

ッ
ク

ジ
ャ

パ
ン

株
式

会
社

株
式

会
社

渋
谷

潜
水

工
業

株
式

会
社

ハ
イ

ド
ロ

シ
ス

テ
ム

開
発

大
河

津
分

水
路

新
第

二
床

固
改

築
Ⅰ

期
工

事
Ａ

1
1

戸
田

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

R
ist

株
式

会
社

演
算

工
房

大
野

油
坂

道
路

新
長

野
ト

ン
ネ

ル
野

尻
地

区
工

事
Ｂ

1
2

西
松

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

sM
e
d
io

M
O

D
E
、

 In
c
.

菅
機

械
工

業
株

式
会

社
泰

興
物

産
株

式
会

社

大
野

油
坂

道
路

荒
島

第
２

ト
ン

ネ
ル

下
山

地
区

工
事

A

建
設

現
場

の
生

産
性

を
飛

躍
的

に
向

上
す

る
た

め
の

革
新

的
技

術
の

導
入

・
活

用
に

関
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
試

行
技

術
の

評
価

結
果

（
案

）
（
技

術
Ⅰ

）

技
術

Ⅰ
：
A

I、
Io

T
を

始
め

と
し

た
新

技
術

等
を

活
用

し
て

土
木

又
は

建
築

工
事

に
お

け
る

労
働

生
産

性
向

上
を

図
る

技
術



資
料

１

N
o

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
試

行
工

事
総

合
評

価

建
設

現
場

の
生

産
性

を
飛

躍
的

に
向

上
す

る
た

め
の

革
新

的
技

術
の

導
入

・
活

用
に

関
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
試

行
技

術
の

評
価

結
果

（
案

）
（
技

術
Ⅰ

）

技
術

Ⅰ
：
A

I、
Io

T
を

始
め

と
し

た
新

技
術

等
を

活
用

し
て

土
木

又
は

建
築

工
事

に
お

け
る

労
働

生
産

性
向

上
を

図
る

技
術

1
3

株
式

会
社

桑
原

組
株

式
会

社
ジ

ャ
パ

ン
・
イ

ン
フ

ラ
・
ウ

ェ
イ

マ
ー

ク
エ

ア
ロ

ダ
イ

ン
ジ

ャ
パ

ン
株

式
会

社
金

沢
工

業
大

学
芝

本
産

業
株

式
会

社
株

式
会

社
C

L
U

E

野
洲

栗
東

バ
イ

パ
ス

出
庭

高
架

橋
P

１
橋

脚
工

事
　

他
Ｂ

1
4

株
式

会
社

駒
井

ハ
ル

テ
ッ

ク
株

式
会

社
イ

ク
シ

ス
伯

母
峯

峠
道

路
２

号
橋

橋
梁

上
部

工
事

Ａ

1
5

蜂
谷

工
業

株
式

会
社

株
式

会
社

M
o
m

o
山

陽
自

動
車

道
　

第
二

西
藤

橋
他

１
橋

耐
震

補
強

工
事

Ａ

1
6

株
式

会
社

加
藤

組
ト

ラ
イ

ア
ロ

ー
株

式
会

社
株

式
会

社
正

治
組

ス
キ

ャ
ン

・
エ

ッ
ク

ス
株

式
会

社
広

島
大

学

令
和

２
年

度
安

芸
バ

イ
パ

ス
寺

分
地

区
第

４
改

良
工

事
Ｂ

1
7

株
式

会
社

C
G

S
コ

ー
ポ

レ
ー

シ
ョ

ン
洋

林
建

設
株

式
会

社
株

式
会

社
エ

イ
ビ

ッ
ト

令
和

２
年

度
岩

国
大

竹
道

路
錦

見
地

区
第

１
電

線
共

同
溝

工
事

ＣBB

平
成

２
９

－
３

２
年

度
　

見
の

越
ト

ン
ネ

ル
工

事

五
洋

建
設

株
式

会
社

大
阪

大
学

西
行

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

シ
ョ

ー
ジ

日
本

シ
ス

テ
ム

ウ
エ

ア
株

式
会

社
株

式
会

社
ネ

ク
ス

ト
ス

ケ
ー

プ

1
8

【
凡

例
】

A
：試

行
は

十
分

な
成

果
が

あ
り

、
技

術
の

導
入

効
果

や
社

会
実

装
の

実
現

性
に

つ
い

て
高

く
評

価
で

き
る

B
：
試

行
は

一
定

の
成

果
が

あ
り

、
技

術
の

社
会

実
装

に
向

け
今

後
の

技
術

開
発

が
期

待
さ

れ
る

C
：
試

行
は

一
定

の
成

果
が

あ
る

が
、

技
術

の
社

会
実

装
に

は
更

な
る

技
術

開
発

や
課

題
解

決
が

必
要



資
料

１

N
o

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
試

行
工

事
総

合
評

価

1
株

式
会

社
N

IP
P

O
株

式
会

社
ザ

ク
テ

ィ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
サ

ー
ビ

ス
函

館
江

差
自

動
車

道
　

木
古

内
町

　
亀

川
南

舗
装

工
事

B

2
前

田
道

路
株

式
会

社
法

政
大

学
三

菱
電

機
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
株

式
会

社
河

辺
地

区
道

路
改

良
舗

装
工

事
A

3

大
成

ロ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

大
成

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

E
A

R
T
H

B
R

A
IN

ソ
イ

ル
ア

ン
ド

ロ
ッ

ク
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
株

式
会

社
日

本
ゼ

ム
株

式
会

社

玉
川

野
田

地
区

舗
装

工
事

Ｂ

4

大
成

建
設

株
式

会
社

成
和

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
株

式
会

社
横

浜
国

立
大

学
一

般
社

団
法

人
日

本
建

設
業

連
合

会
パ

ナ
ソ

ニ
ッ

ク
ア

ド
バ

ン
ス

ト
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
株

式
会

社
ソ

イ
ル

ア
ン

ド
ロ

ッ
ク

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

株
式

会
社

Ｋ
Ｙ

Ｂ
株

式
会

社
極

東
開

発
工

業
株

式
会

社
パ

シ
フ

ィ
ッ

ク
シ

ス
テ

ム
株

式
会

社

R
２

国
道

３
５

７
号

塩
浜

立
体

山
側

下
部

工
事

Ｂ

5
国

際
航

業
株

式
会

社
鹿

島
建

設
株

式
会

社
株

式
会

社
ザ

ク
テ

ィ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
サ

ー
ビ

ス
江

東
ポ

ン
プ

所
江

東
系

ポ
ン

プ
棟

建
設

そ
の

２
工

事
Ａ

6
青

木
あ

す
な

ろ
建

設
株

式
会

社
株

式
会

社
建

設
シ

ス
テ

ム
平

成
３

０
年

度
　

犀
川

遊
水

地
五

六
川

牛
牧

排
水

樋
門

整
備

工
事

A

7
株

式
会

社
大

林
組

前
田

建
設

工
業

株
式

会
社

フ
ジ

ミ
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

株
式

会
社

新
名

神
高

速
道

路
　

大
石

龍
門

工
事

A

8
大

成
ロ

テ
ッ

ク
株

式
会

社
株

式
会

社
エ

ム
・
ソ

フ
ト

東
京

大
学

国
道

２
４

号
栗

栖
地

区
管

路
敷

設
他

工
事

Ｃ

9

鹿
島

建
設

株
式

会
社

株
式

会
社

ジ
ェ

ピ
コ

岩
手

大
学

東
京

農
業

大
学

小
田

川
付

替
え

南
山

掘
削

他
工

事
Ｂ

1
0

株
式

会
社

大
林

組
東

京
大

学
安

芸
バ

イ
パ

ス
久

井
原

ト
ン

ネ
ル

工
事

Ａ

1
1

株
式

会
社

愛
亀

株
式

会
社

環
境

風
土

テ
ク

ノ
可

児
建

設
株

式
会

社
立

命
館

大
学

応
用

技
術

株
式

会
社

ｉシ
ス

テ
ム

リ
サ

ー
チ

株
式

会
社

令
和

３
－

４
年

度
松

二
維

持
工

事
A

建
設

現
場

の
生

産
性

を
飛

躍
的

に
向

上
す

る
た

め
の

革
新

的
技

術
の

導
入

・
活

用
に

関
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
試

行
技

術
の

評
価

結
果

（
案

）
（
技

術
Ⅱ

）

技
術

Ⅱ
：
デ

ー
タ

を
活

用
し

て
土

木
工

事
に

お
け

る
品

質
管

理
の

高
度

化
等

を
図

る
技

術

【凡
例

】

A
：
試

行
は

十
分

な
成

果
が

あ
り

、
技

術
の

導
入

効
果

や
社

会
実

装
の

実
現

性
に

つ
い

て
高

く
評

価
で

き
る

B
：試

行
は

一
定

の
成

果
が

あ
り

、
技

術
の

社
会

実
装

に
向

け
今

後
の

技
術

開
発

が
期

待
さ

れ
る

C
：試

行
は

一
定

の
成

果
が

あ
る

が
、

技
術

の
社

会
実

装
に

は
更

な
る

技
術

開
発

や
課

題
解

決
が

必
要

D
：試

行
に

成
果

が
あ

っ
た

と
は

言
い

難
い

（該
当

無
し

）



令和3年度試行技術の中で高い評価を得た技術については、

「令和３年度試行結果に関する報告会（オンデマンド形式） 」
を実施予定。（８～９月頃開催予定。）

なお、昨年度は「令和２年度試行結果に関する報告会（オンデマンド形式） 」を実施しており、現場で

試行した中の１８件の技術について、技術の概要、導入効果、達成状況等を報告動画としてまとめ、
ホームページにてオンデマンド形式で配信した。

例年、資料等を用いた講義形式のため、今年度は、より自由な形で閲覧した形の参考となるよう、
開催方法等を含め検討して行く予定です。

【令和２年度試行結果に関する報告会】
■開催期間 令和３年１０月７日（木）～令和４年３月２７日（日）
■アクセス数 累計６，０１９件（日あたり最大７８７件（１０月７日））

発表者の一例 ：（株）加藤組

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト

令和３年度試行結果に関する報告会（オンデマンド形式）



番号 発表者 技術名

１ （株）加藤組 マルチコックピットシステムによる複数建設機械の遠隔操縦の実現について

２ 五洋建設（株） ①建設機械のＩｏＴ化とＡＩ分析による生産性向上、②ＶＲを活用した遠隔臨場・遠隔会議技術による生産性向上

３ （株）桑原組 建設マネジメントシステム 複数新技術の統合的運用による生産性向上

４ （株）富士ピー・エス 自律ドローン及びクラウドシステムを使用した現場巡視作業と工程進捗情報の共有

５ 阿部建設（株） リーンマネージメントを活用した生産性改革

６ 前田建設工業（株） 画像粒度解析技術を用いたＣＳＧ材粒度管理システムによる生産性向上

７ 三井住友建設（株） デプスカメラを用いた鉄筋出来形自動検測システム

８ 大成建設（株） スランプ等の全数調査による品質管理手法の確立とその技術基準の提案

９ 東洋建設（株） プローブセンサ搭載のアジデータ車によるコンクリート品質の連続管理技術

１０ 鹿島建設（株） ＡＩ配筋検査システムの社会実装

１１ 前田道路（株） 建設機械搭載型レーザスキャナによる土工・舗装工事のリアルタイム出来形管理の実現

１２ 清水建設（株） ３眼カメラ配筋検査システムの社会実装とその導入効果

１３
大成建設（株） クラウド型生コン品質管理システムの社会実装を想定した活用（電子化した生コン情報のクラウド共有活用に関す

る試行）

１４ （株）ＩＨＩインフラ建設 ＢＩＭ・ＣＩＭを活用したＰＣ中空床版橋における品質管理の高度化

１５ 鹿島建設（株） コンクリート工事におけるプロセス管理・検査の見える化と高度化

１６
ＪＦＥエンジニアリング
（株）

コンクリート製剛性高欄の出来形測定ロボットの開発による省力化

１７ 大成ロテック（株） モバイル端末による工事進捗管理自動化システム

１８ 可児建設（株） 中小建設業における３次元ＣＩＭとＩＭＵ等

●令和２年度試行結果に関する報告会 発表者一覧

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト

令和３年度試行結果に関する報告会（オンデマンド形式）



【試行技術一覧】
１－ １ ５Ｇ統合施工管理システム
１－ ２ ローカル５Ｇ通信を用いたホイールローダー遠隔操作
１－ ３ インフラデータプラットフォームの活用による工程管理の効率化と労働生産性向上
１－ ４ あらゆる通信規格に対応できる複数建設機械の遠隔操作を可能とするマルチコック

ピットシステム
１－ ５ コンクリート施工における労働生産性の向上を図る技術
１－ ６ 全天球３６０度カメラ＋ＶＲによる遠隔臨場システム
１－ ７ 仮想定点カメラ
１－ ８ ＩｏＴばらまきセンサーネットワーク
１－ ９ トンネル全線の可視化システム
１－１０ 切羽地質情報取得システム
１－１１ 自立走行型草刈機
１－１２ ＭＲ技術、ドローン測量技術、ウェアラブル技術を活用した遠隔コミュニケーション
１－１３ ＡＩを活用した発破良否判定システム、ジープスキャンシステム
１－１４ 建設機械のＩｏＴ化とＡＩ分析による効率化技術
１－１５ デジタル会議
１－１６ 建設マネジメントクラウドシステム myPRISM
１－１７ 自律飛行ドローン及びクラウドシステムを使用した現場巡視作業と工程進歩情報の共有
１－１８ 現場監視サポートシステム
１－１９ 新ロボットシステムによる作業休止時間の有効活用
１－２０ ＵＡＶなどを活用したハイブリッド上部工着工前基本測量
１－２１ ＣＰＰ（シー・ピー・ピー：Construction Process Profiling）
１－２２ 映像伝送技術（（HD コムLive 偏）
１－２３ Ｗ ＣＩＭ（ダブリュシム）
１－２４ RICOH360 Projects

試行事例集_令和３年５月

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト試行技術集

本プロジェクトにより提案・開発された【技術Ⅰ】の技術については、Ｒ２年度に試行した技術を「建設
現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト試行技術集」として令和
３年５月にＨＰ上に公表している。

令和４年度においては、平成３０年度から令和３年度に試行した技術をとりまとめ、技術の分類毎に
類型化したうえで公表予定。

【参考】建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト 試行技術集
（令和３年５月）

https://www.mlit.go.jp/tec/cont
ent/001404792.pdf

【HP掲載先】国土交通省HP



＜スケジュール＞
2022年6月20日～7月20日 公募期間
2022年7月21日～8月 書類審査・ヒアリング
2022年9月上旬 審査結果の公表・通知
2022年10月 契約締結
2022年10月以降～ 現場試行

＜技術提案内容＞
Ⅰ．AI、IoTを始めとした新技術等を活用して土木又は建築工事における施工の労働生産性の向上を図る技術

AI、IoTを始めとした革新的技術を活用し、以下の４つのテーマにより労働生産性の向上※１を図る技術の提
案を求める。

• ただし、作業員に限定した健康管理や安全管理に関する提案は対象外とする。

Ⅱ．データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を図る技術
取得したデータを活用することにより、現行の品質管理手法を代替することができると見込まれる技術※２の
提案を求める。

• ただし、当該手法を現場実装する際に、国土交通省が規定する各種基準が隘路になっているものに限る。

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト

• 建設現場の生産性向上や品質管理の高度化等を図るため、PRISM予算により、AI、IoTを始めとした新技術や
建設現場から得られるデジタルデータを活用した革新的技術を公募。

①非接触下における施工管理の効率化技術 ②施工の安全性向上に資する技術
③交通状況を的確に認知した交通誘導技術 ④トンネル掘削の作業進捗を自動的に把握する技術

＜応募要件＞
以下を含むコンソーシアム（予定者を含む）

国交省等の発注工事を受注している建設業者
IoT・AI等関連企業等（建設業者以外の者）

提案内容を2022年度に現場で試行
取得データはクラウド環境等により、随時、発注
者等と共有

※１ 作業の高度化、作業員の省人化、施工時間の短縮、休日の拡大など

※２ 現行基準における試験方法や数値等の代替手法、監督・検査・確
認の代替手法、書類の削減・簡素化及びこれらを通じて品質自体
の信頼性を高める手法など



・従来、土木工事の鉄筋コンクリート構造物の鉄筋の配置については、発注者立会のもと、段階確認が行われ
ていたが、建設現場の省力化・省人化を目的に、カメラ等により撮影された画像データ解析による鉄筋計測に
関する技術を開発。
・令和３年度は、全国の直轄工事（鉄筋コンクリート構造物）で全１６件の現場で試行を実施した。
・令和４年度は、鉄筋間隔のみであった計測項目に「径」「本数」「かぶり」を追加した試行要領に基づき、試行
を継続。

デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測の現場試行について

記者発表_令和３年７月

技術保有コンソーシアム

【技術イメージ】

【スケジュール】

令和４年度も試行を継続し、令和５年度を目標として社会実装を目指す。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

参考資料

i-Construction（ICT施工）の導入に
関する補助金



企業間連携型 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ効率型
補助率 1/2以内 2/3以内
上限額 100万～2,000万 100万～1,000万

i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ICT施工
人材育成

ものづくり・商業・サービス高度連携促進
事業

人材開発
支援助成金

② ①

④ソフト ハード 人材

補助率1/２以内
上限額4５0万

補助率6/10以内
及び賃金助成

※１中小企業生産性革命推進事業

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（ものづくり補助金）
補助率２/３以内、上限額1,250万

サービス等
生産性向上
IT導入支援
事業(IT導入
補助金2022)

③

※１

詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

※２

※２複数の事業者にて連携することが前提

令和４年７月時点

補助率2/3以内
上限額4５0万

通常枠（AB型）

特別枠（CD型）

更新

更新

更新



ICTシステム機器導入

i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ソフト ハード

ハード

※２ 中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上
計画に基づく税制措置

⑨環境・エネルギー対策資金
（低利融資）

⑧IT活用促進資金
（低利融資）

⑥【国税】中小企業経営強化税制※２
即時償却又は取得価格の１０％税額控除

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

⑦ 【国税】中小企業投資促進税制
特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

3年間 ０～2分の１に軽減
⑤【地方税】固定資産税の特例※１

※１ 中小企業等経営強化法に基づく税制措置

令和４年７月時点



中小企業が事業者間でデータ共有・活用し生産性を高める取組に対し補助を行う。

ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業

1.企業間連携型

補助上限額

：１００万～２，０００万/者

補助率

：１/２～２/３ ※2

①

複数の中小企業が事業者間でデータ共有し、
連携体全体として生産性の向上を図るプロジェ
クト及び地域未来投資促進法に基づく地域経
済牽引事業計画の承認を受けて連携して新しい
事業を行い、地域経済への波及効果をもたらす
プロジェクトを支援

2.サプライチェーン効率化型

補助上限額

：１００万～１，０００万/者

補助率

：１/２～２/３ ※４

幹事企業・団体等（大企業含む）が主導し、
中小企業・小規模事業者等が共通システムを
全面的に導入し、データ共有・活用によってサプ
ライチェーン全体を効率化する取組等を支援

最新の情報、詳細につきましては、
問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

※1 連携体は２～５者により構成

※２ 中小企業 １／２以内
小規模企業者・小規模事業者 ２／３以内

※３ 連携体は2～10者により構成

対象となる条件（共通）
以下の事業計画の策定及び実行
・付加価値額 ＋３％以上／年 ・給与支給総額 ＋１．５％以上／年
・事業場内最低賃金＞地域別最低賃金＋３０円

※４ 中小企業 １／２以内
小規模企業者・小規模事業者 ２／３以内

令和４年３月時点
公募終了
（次期公募未定）



中小企業生産性革命推進事業

中小企業生産性革命推進事業（ものづくり補助金、IT導入補助金）

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（ものづくり補助金）

【一般型(通常枠)】

補助上限額 ：１,２５０万※１

補助率 ：１/２～２/３ ※２

サービス等生産性向上IT導入支
援事業（IT導入補助金2022）

Ａ類型 （業務プロセス１以上）
補助額 ：３０～１５０万未満

会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフト、ECソフトに補助対
象を特化し、補助率を引き上げ

ソフトウェアを導入する業務プロセスの数により「Ａ類型」か
「Ｂ類型」を選ぶ
「ITツール」は会計、受発注、決済、ＥＣのいずれかの機
能を有するもの最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に

必ず確認して下さい。！

※1 従業員数により異なる
※2 中小企業：1/2、小規模事業者・再生事業者：2/3

②

中小企業・小規模事業者が行う革新的な生産性プロセ
スの改善等に必要な設備投資等を支援

③

Ｂ類型 （業務プロセス４以上）
補助額 ：１５０～４５０万以下
補助率 ：１/２ （通常枠）

11次申請受付 令和4年5月26日～令和4年8月18日迄

基本要件（共通）
以下を満たす３～５年の事業計画の策定及び実行
・付加価値額 ＋３％以上／年
・給与支給総額 ＋１．５％以上／年
・事業場内最低賃金＞地域別最低賃金＋３０円
※枠ごとに別途追加要件がある。

通常枠

デジタル化基盤導入枠 ※令和4年5月30日まで

デジタル化基盤導入類型
・ITツール 補助額：５～３５０万以下

補助率：２/３～３/４
・PC,ﾀﾌﾞﾚｯﾄ等 補助額：～１０万円

補助率：１/２

令和４年７月時点

１０次より、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、
グリーン枠が創設

4次申請受付 令和4年3月31日～令和4年8月8日迄



人材開発支援助成金

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

【人材開発支援助成金】
職務に関連した専門知識及び技能取得費用を助成

支給対象となるコース
特定訓練コース

・労働生産性向上訓練
①職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）や職業能力開発大学校等で実施する高度職業訓練
②中小企業等経営強化法において認定された事業分野別経営力向上推進機関が行う訓練
③中小企業大学校が実施する訓練等
④厚生労働大臣が指定した専門実践教育訓練または特定一般教育訓練
⑤ITSSレベル２となる訓練（実践的情報通信技術資格の取得のための訓練）
⑥生産性向上人材育成支援センターが実施する訓練等
⑦当該分野において労働生産性の向上に必要不可欠な専門性・特殊性が認められる技能に関する訓練

・若年人材育成訓練
採用５年以内で、 35 歳未満の若年労働者への訓練

・熟練技能育成･承継訓練
熟練技能者の指導力強化、技能承継のための訓練、認定職業訓練

・認定実習併用職業訓練
厚生労働大臣の認定を受けた OJT 付き訓練

④
令和４年７月時点



必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1
・「先端設備等導入計画」の申請書・認定書

対象となる要件
・最新モデルであること（新車・新品）
・発売から10年以内（機械設備/建設機械） 5年以内（器機/測量機器)
・１６０万以上(建設機械） ３０万以上（測量機器等）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※1

固定資産税優遇措置

最新の情報、詳細に
つきましては、問合せ
窓口に必ず確認して
下さい。

！

⑤ 3年間 ０～2分の１に軽減
【地方税】 固定資産税の特例

中小企業等経営強化法による固定資産税減免を受けられる。

「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村に所在する
中小企業で、「経営革新等支援機関」による「先端設備等
導入計画」の事前認定を取得すること。

１，６５５ の自治体が、
固定資産税ゼロの措置を実現
（令和３年１２月末時点）

先端設備導入に伴う固定資産税
ゼロの措置を実現した市区町村

「導入促進基本計画」は各市
町村により異なります、各市区
町村固定資産担当窓口で必
ず確認して下さい。

！
出典 中小企業庁ＨＰより

https://www.chusho.meti.go.jp/ke
iei/seisansei/2022/220204seisanse
i_03.pdf

令和４年７月時点



中小企業等経営強化法による、法人税
減免の減免を受けられる。

法人税減免措置

【国税】 中小企業経営強化税制
即時償却又は取得価額の税額控除

即時償却 税額控除

購入初年度に
取得価額の

１００％償却
取得価額の７％

取得価額の１０％

又は

資本金3,000万円超～1億円以下

資本金3,000万円以下

⑥ ⑦ 特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除
【国税】 中小企業投資促進税制

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1
・「経営力向上計画」の申請書・認定書 ※2

対象となる要件(⑥）
・一定期間内に販売されたモデル（中古品は対象外）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※１
・担当省庁より発行される「経営力向上計画」の事前認定 ※2
・１６０万以上(建設機械） ７０万円以上（ソフトウェア等）
３０万以上（測量機器等）

特別償却 税額控除又は
資本金3,000万円以下

資本金3,000万円超～1億円以下

取得価額の７％購入初年度に
取得価額の

３０％償却

購入初年度に

取得価額の３０％償却

特別償却

中小企業投資促進税制では、法人税
減免の減免を受けられる。

対象外の業種があります。！

対象となる要件(⑦）
・１６０万以上(建設機械）
７０万以上（一定のソフトウェア事業年度内の取得価額の合計７０万以上）
１２０万以上（測量機器等事業年度内の取得価額の合計120万以上）

令和4年度末まで

令和４年７月時点



IT活用促進資金

低利融資制度

ICT施工機器の購入・賃借⑧ ⑨
基準利率、特別利率
各種環境対策型建設機械の購入

貸付対象はMC/MG機器やＴＳ／GNSS、TLS
等のICT機器と取付改造費

環境・エネルギー対策資金

・建設機械は含みません。
・賃貸業は対象外。！

新車で販売中のICT建機はオフロード法基準適合
車です。低炭素型建設機械、燃費基準達成建設機
械の認定の有無はﾒｰｶ等に確認して下さい。！

貸付対象は各種環境対策型建設機械の購入費

中小企業事業(限度額7億2千万） 国民生活事業(限度額7千2百万）

基準利率 1.07%
特別利率① 0.67%
特別利率② 0.42%
（5年超6年以内、令和4年6月）

基準利率 2.01～2.70%
特別利率A 1.61～2.30%
特別利率B 1.36～2.05%
（担保不用の貸付、令和4年6月）

標準的な利率のため
詳細は最新情報を制
度紹介HPや窓口に
確認して下さい。

！

○排出ガス対策型建設機械
○オフロード法基準適合車
○低炭素型及び燃費基準達成建設機械

○貸付金額が４億円を超える場合は、基準利率

基準利率、特別利率

中小企業事業

4億円まで
基準金利
特別金利①

4億円超 基準金利

令和４年７月時点



区分 制度 対象 実施機関 問い合わせ先 ＨＰ

補助
金

①

ものづくり・商業・サー
ビス高度連携促進事
業

事業者間でデータ
を共有・活用するこ
とで生産性を高め
る高度なプロジェク
トを支援

購入費
https://www.nttdata-strategy.com/r3tousyo-
monohojo/

https://www.nttdata-
strategy.com/assets/pdf/r3tousyo-
monohojo/r3_setsumeikai.pdf

②

ものづくり・商業・サー
ビス生産性向上促進
事業（ものづくり補助
金）

生産性向上に資す
る革新的サービス
開発・試作品開発・
精算プロセスの改
善を行うための設
備投資

購入費

－

https://portal.monodukuri-hojo.jp/

https://portal.monodukuri-hojo.jp/about.html

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/
2021/hosei/mono.pdf

https://www.it-hojo.jp/

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/
2021/hosei/IT.pdf

③

サービス等生産性向
上IT導入支援事業（IT
導入補助金）

ＩＴツールのソフト本
体、クラウドサービ
ス、導入教育費用
他

購入費

－

人材
育成 ④

人材開発支援助成金 ICT土工をはじめと
する特定訓練の経
費や賃金補填

研修費
賃金補填

職業能力開発
促進センター等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu
nya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-
1.html

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/00
0807259.pdf

補助金・税制・融資等支援一覧

11次申請受付
令和4年 5月26日～
令和4年 8月18日迄

公募終了
（次期公募未定）

令和４年７月時点

4次申請受付
令和4年 3月31日～
令和4年 8月 8日迄



区分 制度 対象 実施機関 備考

税制
優遇

⑤
中小企業等経営強化
法

生産性が年平均３％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

固定資
産税

市町村
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisans
ei/index.html

⑥
中小企業等経営強化
法

生産性が年平均１％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

法人税、
所得税、
法人住
民税、
事業税

国（法人税、所得
税）、都道府県
（法人住民税、事
業税）、市町村
（法人住民税）

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/t
ebiki_zeiseikinyu.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/do
wnload/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei_su
mmary.pdf

⑦
中小企業投資促進税
制

建設機械、情報化施
工機器 等

低利
融資

⑧ IT活用促進基金
情報化施工機器の
購入・賃借

購入・
賃借

(株)日本政策金
融公庫

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsiki
n_m_t.html

⑨
環境・エネルギー対
策資金

建設機械 購入
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kank
youtaisaku_t.html

補助金・税制・融資等支援一覧

令和4年度末まで

令和４年７月時点



高度安全機械等導入支援補助金の概要【厚生労働省】
令和４年度予算額 4.0億円

近年の技術の進展に伴い、事故の防止をサポートする様々な技術開発が行われている。
産業現場の車両系機械等においても、安全機能を有する機械等の開発が進められているが、これらの中でも特に労働災害の防止に
有効な機械等の活用を推進していくことにより、労働災害の減少が期待される。
しかし、資力の乏しい中小企業においては、これらの導入は困難であることから、中小企業に対し、これらの導入に要する費用の一部
を補助する。

建設業労働
災害防止協会

機械等の
導入事業者
（中小企業）

補助金

補助率1/2

補助対象の費用
安全機能を有する機械等を導入するために要する費用（上限200万円の1/2）

指定された対象機械等を導入する事業者を審査の上、
交付決定

補助対象とする安全機能を有する機械等を指定


